様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年　　1月　　20日
　
　　経済産業大臣　殿
　　（ふりがな）かぶしきがいしゃふぇすた                 
　　　　一般事業主の氏名又は名称  株式会社フェスタ                
（ふりがな）        ふくしげたつや
         
（法人の場合）代表者の氏名  　     福重辰弥    印   
[bookmark: _GoBack]住所　〒819-1102
福岡県糸島市高田1丁目2番1号
法人番号　　　8290001033319　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXにおける当社の取り組み

	公表日
	　　　　2024年　　1月　　20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組み」にて公表
https://www.festa-1.com/

DX基本ビジョン
DX推進における基本方針の箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view


	記載内容抜粋
	DX基本ビジョン
フェスタでは、2023年に至るまで、買取承諾書や会議資料、スタッフ間業務指示書など、手書きで時間がかかっていたものをデジタル化し、業務改善や効率化などのDXを推進してまいりました。
今後は各店舗が所有しているデータやお客様の声をBIツールを駆使して、全社で可視化できる環境整備を進める事で改善スピードを上げることで、お客様へよりよいサービスの提供と従業員の満足度向上を推し進めて参ります。
						
DX推進における基本方針
１．デジタル技術活用し、仕事がやり易い環境を整えて、生産性を上げる
２.　販売データ、営業データ、顧客データを活用し、当社を選んでもらえるように付加価値の高い商品やサービス提供を行う
3．DX人材の採用・育成・教育を行う

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXにおける当社の取り組み


	公表日
	　　　　2024年　　1月　　20日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組み」にて公表
https://www.festa-1.com/

DX推進プロジェクトの箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view


	記載内容抜粋
	DX推進プロジェクト
「アナログ業務のデジタル化」
【具体的取り組み】
1.買取、スケジュール、日報等のバックヤード業務をデジタル化
2.情報共有(チャット、ファイル管理、テレビ会議)ツールの導入
3. DX委員の立ち上げ

「BIツールを活用した経営」
【具体的取り組み】
1.販売促進、顧客管理、経理、会計、勤怠管理などあらゆる分野でデジタル化を推進する。
2.各部署で個別管理しているデータを統合し、BIツールでリアルタイムに可視化する
3.店舗ごとにKPIを設定し、実績進捗をリアルタイムに可視化する

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組み」にて公表
https://www.festa-1.com/

「DX人材の育成」の箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view

	記載内容抜粋
	社内体制は公開ページに図にて公表。
「DX人材の育成」
デジタル技術を理解し、自ら業務改善を行える人材を社内育成する為、
反復的な社内教育を実施する。
【具体的取り組み】
1.システム管理者の育成
・IT顧問と定期的なミーティングを実施し、DX推進の対策立案を実施する。
・全社共通のデータ活用、業務自動化、業務システム構築に関する
プロジェクトマネジメントスキルを育成する。
2.システム活用者の育成
・IT顧問と定期的なミーティングを行い、DX推進の共通認識をもつ人材を育成する。
・各部署単位での業務効率化、業務システムの構築スキルをアップする。
3.システム利用者(全社員)の育成
・マニュアルの整備、社内勉強会により、業務システムの活用スキルをアップする。
・iPad、iPhone等のIT機器の適切な取り扱いと活用リテラシーを身に着ける。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組み」にて公表
https://www.festa-1.com/

DX推進プロジェクト内【上記を進めるための具体的な環境整備】の箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view

	記載内容抜粋
	現在の基幹システムをクラウド型の基幹システムへ移行する。
Google Cloud Platformを活用し、
意思決定に必要なデータを最新の状態で確認出来る環境を作る




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXにおける当社の取り組み

	公表日
	2024年　1月　20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組み」にて公表
https://www.festa-1.com/

DX推進プロジェクト達成を図る指標の箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view

	記載内容抜粋
	１． 1人当たり生産性（粗利益/従業員数）の向上
　　2023年4期実績　1,000万円　
　　2027年4期目標　1,500万円
 ２．1人当たりデスクワークの削減
　　2023年4期実績　480時間　
　　2027年4期目標　380時間
 3．IT委員会を3年で7名以上を目標に掲げている為、毎年最低1人以上を研修参加させることで、IT人材育成を推し進める




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年　1月　20日

	発信方法
	当社コーポレートサイト内お知らせ「DXにおける当社の取組みにて公表
https://www.festa-1.com/

代表メッセージの箇所にて公表
https://drive.google.com/file/d/11fRRYbrPmWTIILi_LhSXs1_PFg13FV-h/view

	発信内容
	フェスタでは、様々な業務においてアナログでの作業を行なっておりました。
変わりゆく時代に対応していくために、2022年にDX委員を立ち上げ、社内で様々な業務のデジタル化を進めて参りました。
日報をはじめとしたバックヤード業務のデジタル化、買取やスケジュール管理の基幹システムの入れ替えなど、一つづつIT化を進めて参りました。	
今後は、各店でバラバラに所有している様々なデータを連動させ、業務システムの全体最適化を図ることで、より多くのお客様にご支持いただける会社へと進化していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　　5月頃　～　　　2023年　　9月頃


	実施内容
	「DX推進指標」により自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイト（https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/about.html）より入力している



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2023年　　10月頃　～　　　継続中

	実施内容
	SecurityAction制度に基づき2つ星の自己宣言を実施している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

